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はじめに
我が国が敗戦から立ち直り驚異的な成長を遂げつ
つあった昭和 30 年代の児童福祉行政は大幅な進展
をみた。昭和 20 年代の児童福祉行政が戦災孤児や
引揚孤児の保護収容から混血児の取扱いの問題、さ
らに、戦没者遺族などの母子家庭の処理といった応
急的な援護ないし戦後処理に追われたのに反し、30
年代の児童福祉行政は戦前水準まで回復した経済力
を背景とし、その分野を著しく拡大するとともに、
その内容も従来の保護を要する児童を主たる対象と
していたものから、一般の児童を含めた幅広いもの
へ、いわば治療から予防、更に積極的な健全育成へ
と本来児童福祉法が目指した方向へ大きく視点が転
換された。
日本が復興期に入ったこの時期（昭和 30 年代〜昭
和 40 年代）の児童相談所に与えられた目前の課題は、
児童の非行問題であった。この時期における非行問
題処理の中心業務は非行化した児童を教護院に収容
することであった。この教護院収容ということは社会
防衛的思想・懲罰的色彩に強く支配されたものであり、
児童相談所の施設収容業務は「措置権」という名に
ふさわしく多分に強制的権限的色彩の強いものであっ
た。そのため一時保護所は鍵のかかる特別観察室を
設ける等の対応をしていた。事業の拡大に伴い移転
を計画していた東京都は、昭和 27 年に新宿区河田町
にあった「小笠原邸」跡地を購入し、昭和 28 年より、
新しい児童相談所での活動が始まった。1）
その後、世の中が落ち着きを見せるようになった
昭和 43 年中頃から、非行児童が減少し始めたが反
面幼児の一時保護需要が急増してきた。この要請に
応えるため都は、新たな一時保護所を増設すること
となった 2）。この昭和 28 年から昭和 49 年までの時
代を我々は「河田町時代」と称している。本稿の目
的は、この間の変遷、とりわけ一時保護事業を焦点
化し、現在の指導相談体制の淵源を明らかにするこ
とにある。児童相談所の区移管が取りざたされてい
る昨今、成立過程を辿るのは意義があると考える。
 
図 1　当時の中央児童相談所入口
児童相談所の再編整備の模索
世の中が安定を見せ始めた昭和 30 年代からは、
新たな一時保護体制の模索が始まる。この時期の積
極的な推進機関は国の中央児童福祉審議会であり、
昭和 31 年 5 月、児童福祉行政の諸問題に関する意
見具申が行われた。次いで昭和 35 年 8 月、中央児
童福祉審議会から「児童福祉行政の刷新強化に関す
る意見」という答申があり、今後の児童福祉行政の
方向が示された。その内容は、（1）人口の資質向上
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施策、（2）要保護児童対策の積極化と近代化、（3）
母子福祉対策の強化、（4）児童福祉行政機関の強化、
の四項目であった 3）これを受けて、都は、昭和 39
年に「一時保護所統合整備計画実施（案）」4）を立
案した。それは中央児童相談所と立川児童相談所の
2 ヶ所のみとする計画であった。この案を表にする
と以下の様な骨子であった。（表 1 参照）
表 1　一時保護所統合整備計画（昭和 39 年度）
緊急 観察 特観 治療 計 建設年度
中央 124 32 10 4 170 38-40
立川 21 6 2 1 30 40-41
＊特観とは特別観察室の略である。
この計画は、中央児童相談所の一時保護所は西巣
鴨から練馬区の西大泉に移転して設置する予定で
あったが、練馬区には既に、家庭裁判所の鑑別所も
あることから、これ以上の保護機関の設置には、社
会の保安について不安があるとして、地元の反対が
出て実施に至らなかった。
そして、次に出されたのが昭和 41 年度の「児童
相談所機能整備基本構想」である。5）この構想の主
要整備事項は、
1, 本来は、児童相談所は各福祉地区に 1 ヶ所設置
するのが望ましいが当面は、既存の 7 ヶ所を整
備拡充する。
2, 福祉事務所に児童係を設け、家庭児童相談室を
兼ねる。
3, 児童相談所に健全育成機能を持たせ、児童委員
との連携を図る。
4, 児童相談所各部門の充実強化が必要であり、具
体的内容や年度計画としては、
（1）児童相談所の整備計画
将来は 23 区内を 6 ブロック基本で再編成し、多
摩地区に 2 〜 3 ヶ所増設する。
（2）児童相談所の機能整備
①相談機能の充実として面接相談員の配置、②社
会的調査機能の充実として児童福祉司の増員、また、
児童福祉司 6 人に 1 人のスーパーバイザーの設置、
③診断判定機能の充実としてセラピストの配置、心
理判定員の増員ほか、④措置機能の充実として措置
担当職員の増員という構想であり、総合的な計画書
となっている。6）
昭和 43 年度には、「児童相談所機能整備基本構想
案」が計画された。7）この主要整備事項は、
1, 既存児童相談所の機能整備を先行する。新設は
多摩に 2 ヶ所、島嶼（とうしょ）に中央児童相
談所の出張所 3 ヶ所設ける。
2, 各所に管理係を新設する。中央児童相談所に徴
収係を設置し、負担金の徴収事務を行う。
具体的計画内容としては、
1, 設置する児童相談所の規模
　区部　　A 級 1 ヶ所　　B 級 5 ヶ所
　多摩　　B 級 1 ヶ所　　C 級 2 ヶ所
（A 級とは、所長が部長級職、B 級は課長級職、
C 級は係長級職であることを意味している。）
2, 児童相談所の機能
事務の効率化、合理化のために管理係を設置する。
措置費の支弁、費用徴収のために、徴収係を設置す
るという計画内容であった。
昭和 44 年度には、「児童相談所整備計画案」8）が
出された。この主要整備事項は、
1, 中央児童相談所に心障センターを併設し、総合
児童相談所とする。
2, 児童相談所の設置基準は、人口 100 万人に 1 ヶ
所とする。
3, 一時保護所は、中央、北、立川のみに併設する。
4, 福祉事務所に家庭児童相談室を設置する。とあ
り、具体的内容、年度計画は、
（1）中央児童相談所を設置して集中整備し、他児童
相談所に対する連絡援助機能を強化する。
（2）各部門の強化
専門機能の強化・合理的なチーム編成
研修制度の充実
（3）他機関の強化
福祉事務所の強化・児童委員活動の強化・保健所
活動の強化
関係機関に対する児童相談所の援助の強化
が盛られている。
この計画は、その後、「東京都児童相談センター」
として結実する。
一時保護所は、この計画案に基づき、昭和 48 年
度まで、中央、北、立川のみに一時保護所が併設さ
れることとなった。
この当時に作成された計画案の一部は、現在でも、
児童相談所の整備・機能強化が議論される時に持ち
出されることがあり、これらのアイディアはまだ生
きていると考えられるため、ここにあえて詳述した。
一時保護所の体制と運営
昭和 28 年に措置や相談部門が河田町へ移転した
あと、一時保護部門はそのまま、西巣鴨へ残された。
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次つぎと廃止される他の一時保護所の管轄区域を吸
収し、入所定員は 120 名となり、それに対応する職
員配置は表の通りである。
 
表 2　中央児童相談所一時保護所事業概要 p2
　　　（昭和 38 年 9 月発行）
職員配置
保護
課長
保護
係長
指導
係長
児童指
導員
保母 保健婦 事務 炊事 計
1 1 1 6 4 1 2 2 18
この表から言えることは、児童指導員 6 名と指導
係長が入った 7 名で一週間の業務当直を行っていたと
いうことである。保母は 4 名しかおらず、基本的に業
務当直は、病児の世話等、例外的な事態の外は行っ
ていなかったとのことである。それにしても、100 名
内外の児童を夜間 1 人でみていくことは大変な緊張を
必要としたと思われる。その上、夜間の身柄通告など
もあり、仮眠すらとれなかったのではと思われた。
当時の生活日課・時程・食事・などの基本的な構
造が現在のそれと殆ど変っていないことは、一時保
護という事業がこの時期には既に確立していたとい
うことに注意が必要である。（表 3 参照）8）
例えば、夏季の日課では午後一時から午睡が設定
されていることや朝の職員の打合せが設定されてい
ることなどは現在でも行われている。保護児童の処
遇向上が検討され、日課に反映されたものである。
（表 3 参照）
表 3　中央児童相談所一時保護所事業概要 p8
　　　（昭和 38 年 9 月発行）　日課（夏季）
6：30 7：30 9：00 10：00 12：00 1：00 2：00 4：00 5：30 6：00 8：00 8：30
起床朝食
職員打合せ作業・学習
昼食午睡
学習・体育
清掃夕食テレビ反省
消灯・就寝
冬季は 7 時起床となる
表 4 の一週間の行事予定を見ると、入浴は一週間
に 2 回設定されている。この頃は、経費の問題から、
教護院や養護施設などの児童福祉施設でも 1 日おき
が普通であった。また、一時保護所では、原則とし
て学校へ通うことはできないが、児童の学習権の保
障という観点から、職員が学科を教えていた。しか
し、入所児童の中には、能力的にこれらの学科につ
いていけない者や中卒児など学習を必要としない者
などもおり、体育や作業といった体を使った指導も
取り入れられていた。
表 4　一週間の行事予定中央児童相談所一時保護所事業概要 p7
　　　（昭和 38 年 9 月発行）
曜日 午前 午後 指導目標 会議 健康管理
日 余暇 指導 反省
月 学習 体育 服装を正しく 課長会議 健康診断
火 作業 身体を清潔に 入浴
水 学習 体育 健康に注意 措置会議 健康診断
木 自習 学習
室内外の
整理整頓
職員会議
金 作業 みんな仲良く
入浴・
特別検診
土 学習 体育 楽しく遊ぶ
表 5 の昭和 38 年 8 月の献立を見てみると、まず
この値段についてだが一人一日の食費が 111 円と
なっている。現在では、1143 円となっており、総
務省統計局の小売物価統計の年次推移から米価
（5kg）での比較をみると、昭和 39 年 550 円に対し、
平成 24 年では 2,223 円となりおよそ 4 倍の格差が
ある。少ない予算でよく賄えたものである。
この日の総カロリーは、2345kcal であり、学校給
食や幼稚園の標準的な目安を幼児 1500kcal、学齢児
2500kcal とすれば、概ね達成していると思われる。
また、この日の予算は、正確に言うと 153 円 92 銭
であり、基準を越えてしまっている。夕食が鯨のス
テーキという御馳走だからであろう。
保護される児童の多くは、貧困の中にあり、毎日
三度の食事を提供することは、児童の健康のために
最も大切なものの一つであると言える。
表 5　献立の一例 昭和 38 年 8 月 26 日（月）
朝食 昼食 夕食
献立
米 飯・味 噌汁
（玉ねぎ）・ふ
りかけ・漬物
コッペパン（バ
ター・ジャム
付）・コロッケ・
キャベ ツ・脱
脂乳
米飯・鯨テキ・
菜したし・味噌
汁（ポテト・わ
かめ）・漬物
熱量 622.50cal 915.10cal 807.40cal
金額 25 円 34 銭 34 円 00 銭 94 円 58 銭
ここで一時保護所の実績と変化を述べておく。
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昭和 39 年度の一時保護状況 9）
本所においての、身柄通告児童は、年々その数を
減じている。
表 6　身柄通告児童数の推移（昭和 39 年度事業概要）
昭和 35 年度 昭和 36 年度 昭和 37 年度 昭和 38 年度
1523 名 1177 名 858 名 792 名
特に内容的な特徴は、過去 3 年の平均に比較し、
触法、ぐ犯を含めた 12 歳以上の急減と、養育困難
児の増加である。これらの傾向は、警視庁関係、特
に昭和 36 年後半に設置をみた少年保護センターの実
働によって、家出少年の家庭送還、14 歳未満の触法、
14 歳以上のぐ犯児の送還実施によるものと見ること
が出来る。児童の通告別内訳は、警察からのものが
多く、昭和 38 年度男女計 404 名と全体の 51%を占め、
次いで児童福祉司通告、他児相からの依頼児である
と少年保護センターの影響を伝えている。
昭和 40 年代の一時保護の状況 10）
・中央児童相談所一時保護所の移転
昭和 42 年 6 月、一時保護所は老朽化に伴い、河
田町敷地内に改築の上移転した。
移転した建物の規模は、鉄筋コンクリート三階建
て、延べ面積 1,322 平方米（400 坪）。児童定員 100
名であった。11）
・墨田児童相談所一時保護所の開設
昭和 42 年度以降の一時保護の状況は多少の増減
を見せながら漸減傾向を見せている。特に非行児童
の減少は大きなものがある。代わって入所児童の中
で 5 歳までの幼児が増加してきた。
この傾向は昭和 42 年度までは中学生の非行児童
が優位であったが、昭和 43 年度から徐々に幼児の保
護児童が増加をみせ始め、昭和 45 年度においては、
全体の 50%を占めるようになった。この傾向は昭和
49 年度でも変わらない状況であった。一時保護所に
おいて、幼児を一時保護している一時保護所は中央、
立川、北、の 3 ヶ所であったが、需要に追いつかな
いとして、昭和 49 年度中に墨田児童相談所に一時保
護所を設置することとなった。勿論、対象年齢は幼児
である。と幼児の一時保護の実態を伝えている。
まとめ
以上、昭和 30 年代から昭和 40 年代の東京都児童
相談所の一時保護所の変遷を眺めてみると、非行少
年の収容から、幼児の保護へと時代の変化が読み取
れると思う。この変化は日本の社会が高度成長経済
社会に入ったためと考えられる。都市へ労働者の流
入が起き、家庭を営むようになったが、脆弱な世帯
は不安定であり、幼児の一時保護需要が高まったの
はそのような社会経済状況としてあったのではない
かと私は考えている。この時代は、我が国が高度経
済成長時代に入り、各家庭の経済状況も好転してい
たが、それでも要保護児童の問題は、この好景気の
光の部分ではなく、影の部分を現わしていたと感じ
ざるを得ない。
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